
様式３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１／７）
　　　　　特例適用による診療所の療養病床若しくは一般病床
　　　　　の設置又は増床に係る事前協議申出書
	 　　　年　　　月　　　日
 宮城県知事　村井　嘉浩　殿
 　　　　　　　　　　　　　 設置等者（申出者）の住所
  　　　　　　　　　　　　（法人の場合は主たる事務所の所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
  　　　　　　　　　　　　 設置等者（申出者）の氏名
  　　　　　　　　　　　　（法人の場合は名称及び代表者の氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
 　医療法第７条第３項の規定による厚生労働省令に定める場合に該当し，届出による診療
 所の療養病床若しくは一般病床の設置又は増床について，事前協議を申し出ます。
	

	 診療所の名称（仮称）
	
	

	 診療所の所在地(予定)
	
	

	
	
	

	
	移転を伴う場合は移転先の住所
	

	 医療法第７条第３項の
 規定による厚生労働省
 令に定める場合への該
 当状況に関する申立
 （該当番号に○印）
	　１　医療法第３０条の７第２項第２号に掲げる医療の提供の推進のために必要な診療所その他の地域包括ケアシステムの構築のために必要な診療所
　２　へき地に設置される診療所
　３　小児医療の推進に必要な診療所
　４　周産期医療の推進に必要な診療所
　５　救急医療の推進に必要な診療所
	

	 設置等の計画内容
	　別紙のとおり
	

	 他に開設し
 ている病院
 又は診療所
	 名　称
	
	

	
	 所在地
	
	

	 連
 絡
 先
	住所
	
	

	
	担当者氏名
	
	

	
	電話番号
	
	 ファクシミリ番号
	
	

	
	メールアドレス
	
	


　※　本申出書は，医療法第７条第３項の規定に基づく許可による診療所の療養病床若しくは一般病床の設置又は増床に係る事前協議申出書を兼ねるものとします。
　　                                                                 　     （２／７）
別紙
診療所の病床の設置等に係る計画内容
	 診療所の名称（仮称）
	

	 診療所の所在地
 　　　　　　（予定）
	 〒
   電話番号：　 （　　）　　・ファクシミリ：　 （　　）

	 設置等予定年月日
	 　　　　年　　月　　日（既開設年月日：　 　 年　　月　　日）

	 病床の設置等の理由
	

	 診療科目（変更部分
 は明示すること。）
	

	 病床数
	 　　　区　　　　分
	 一般病床
	 療養病床
	 計

	
	 平成１０年３月３１日現在
	 室
	 床
	 室
	 床
	室
	床

	
	 今回申出時現在
	 室
	 床
	 室
	 床
	室
	床

	
	 今回申出内容（増減含む。）
	 室
	 床
	 室
	 床
	室
	床

	
	 設置等後
	 室
	 床
	 室
	 床
	室
	床

	予定している病床機能

(今回申出内容(新規設置・増床分)について)
	区　　分
	高度急性期
	急性期
	回復期
	慢性期
	計
	

	
	一般病床
	床
	床
	床
	床
	床
	

	
	療養病床
	床
	床
	床
	床
	床
	

	 従
 業
 者
	 資格名等
	医　師
	看護師
	准看護師
	助産師
	看護補助者
	薬剤師
	栄養士
	事務員
	その他
	計

	
	 申出時
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	     人

	
	 設置等後
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	     人

	 療養病床に係る人員配置
	   医　師　　　人
   看護師　　　人・准看護師　　　人・看護補助者　　　人

	 設置等に伴う工事の計画
	   新築　・　増築　・　改築　・　用途変更

	 資金計画
	事業費
	建築費
	 土地購入費
	機器購入費
	 その他（　　　　　）
	 合　計

	
	
	
	
	
	
	 円

	
	財　源
	自己資金
	 借入金
	補　助　金
	 その他（　　　　　）
	 合　計

	
	
	
	
	
	
	 円


（３／７）
	 設備の概要
 （医療法第21条第２項第２号及び医療法施行規則第21条の４第１項に掲げる施設の構造設備）

	 施設の名称
	 床面積
	主要構造（鉄筋コンクリ
－ト，簡易耐火，木造等）
	 設備等

	 機能訓練室
	   　　㎡
	
	 （主な器械・器具）

	 談話室
	
	
	 （他の室と兼用の場合）
                               と兼用

	 食堂
	
	
	 （療養病床入院患者１人当たりの面積）
                                   ㎡

	 浴室
	
	
	 （身体の不自由な者が入浴するための構造設備）

	 病床数及び各病室の病床数

	 病室名
	 病床の種別
	 病床数
	 床面積（内法）
	 一人当たり床面積
	 隣接する廊下幅

	     階
	
	
	       床
	 ㎡
	 ㎡
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	 療養病床の区別
	  完　全　型　　・　　廊下幅を除く完全型

	 療養病床に係る廊下幅
	  片側居室部分　最小　　　 ｍ／両側居室部分　最小　 　  ｍ


（４／７）
	 　医療法第７条第３項の規定による厚生労働省令に定める場合への該当状況において申し立てた診療所の
 区分ごとに，各項目を記入してください。

	 　診 療 所 区 分
	 項　　　　目

	医療法第３０条の７第２項第２号に掲げる医療の提供の推進のために必要な診療所その他の地域包括ケアシステムの構築のために必要な診療所
	 東北厚生局への届出(予定)年月日を記入してください。
 　①　在宅療養支援診療所の施設基準に係る届出
 　　　　　　年　　月　　日
 　②　在宅時医学総合管理料に係る施設基準に係る届出
 　　　　　　年　　月　　日　／　届出予定なし
 　③　在宅末期医療総合診察料に係る施設基準に係る届出
 　　　　　　年　　月　　日　／　届出予定なし

	
	 申立前，１年間の在宅療養等を担当した患者等の状況
 　①　担当患者実数　　　　　人　（うち自宅で死亡した患者数　　　人）
 　②　往診・訪問診療の回数　　　　　回　

	
	 医療法第３０条の７第２項第２号に掲げる医療の提供の推進のために必要な診療所その他の地域包括ケアシステムの構築のために必要な診療所として有している機能（該当番号に○印）

１　在宅療養支援診療所の機能（訪問診療の実施）
２　急変時の入院患者の受入機能（年間６件以上）

３　患者からの電話等による問い合わせに対し，常時対応できる機能

４　他の急性期医療を担う病院の一般病棟からの受入れを行う機能（入院患者の１割以上）

５　当該診療所内において看取りを行う機能

６　全身麻酔，脊椎麻酔，硬膜外麻酔又は伝達麻酔（手術を実施した場合に限る。）を実施する（分娩において実施する場合を除く。）機能（年間３０件以上）

７　病院からの早期退院患者の在宅・介護施設への受渡機能



	 へき地に設置される診療
 所
	 標榜診療科名

	
	 申立前，１年間の患者延数
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人　

	 小児医療の推進に必要な
 診療所
	 標榜診療科名

	
	 標榜診療科に関する専門医の氏名及び専門医の名称

	
	 申立前，１年間の患者延数　　　　　　　人　
 　うち１５歳未満の患者延数　　　　　　人　
 　うち３歳未満の患者延数　　　　　　　人　




（５／７）
	周産期医療の推進に必要
 な診療所
	 標榜診療科名

	
	 申立前，１年間の分娩件数
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　例　

	
	 標榜診療科に関する専門医の氏名及び専門医の名称

	 救急医療の推進に必要な
 診療所
	 標榜診療科名

	
	 救急診療所に係る知事の認定・告示年月日（申出予定月日）
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

	
	 申立前，１年間の救急患者数　　　　　　人　
 うち，救急自動車により搬送された患者数　　　　　　人　


（６／７）
	 診療所の名称（仮称）
	

	 　申出に係る当該診療所が，どのように地域にとって良質かつ適切な医療を提供していく
 か，計画・考えを自由に記載してください。
 　特に，当該診療所の医療機能（提供可能な医療）の内容及び他の医療機関等との連携の
 状況については，具体的に必ず記載してください。

	


（７／７）
   添付書類
１　地元医師会との調整内容について記載した書類（医師会の意見書）。
２　開設者が法人の場合：法人登記簿及び定款又は寄附行為
　　開設者が個人の場合：履歴書
３　建物配置図（敷地内における建物配置を示した図）
４　建物平面図（縮尺100／１～200／１程度）
　・　各室の用途，面積，病床数及び廊下の幅を明示すること。
　・　既存建物の構造概要に変更が生じる場合は，新旧の平面図を添付するとともに，変更部分を青線で囲んで明示すること。
　・　療養病床に係る病室及び施設（機能訓練室等）について，赤線で囲んで明示すること。
５　病室一覧表
　・　申出書（３／６）に記載しきれない場合には，別途一覧表を添付すること。
　・　増築部分に係る病室については，その旨記載すること。
６　職員名簿等
　・　職員名簿は，職員全員（採用予定者を含む。）について作成するものとし，氏名，住所，生年月日，職種，常勤・非常勤の別並びに免許登録年月日及び登録番号（医療関係職種のみ）を記載すること。
　・　勤務確約書は勤務する時期も記載されたものとし，採用予定者について提出すること。なお，申出時に提出できない場合は，具体的な採用計画書及び派遣元の派遣に関する確約書に代えることができる。
７　療養病床を担当する看護師，准看護師，看護補助者の勤務表及び勤務計画表。ただし，療養病床を有しない場合は，不要とする。
８　その他参考となる書類（該当する場合）
　・　土地及び建物の確保の証拠となる書類（関係機関の許可書の写し，契約書等の写し）
　・　既に開設している病院等がある場合，直近の決算書
９　医療法第７条第３項の規定による厚生労働省令に定める場合への該当の申立に係る資料
（１）医療法第３０条の７第２項第２号に掲げる医療の提供の推進のために必要な診療所その他の地域包括ケアシステムの構築のために必要な診療所を選択の場合

・　東北厚生局へ提出した在宅療養支援診療所の施設基準に係る届出書の写し。ただし，特例適用後に届出書の提出を行う場合は，当該施設基準の整備及び当該届出書の提出を行う旨の確約書（任意様式）並びに提出予定の届出書の写しを添付すること。

· 医療法第３０条の７第２項第２号に掲げる医療の提供の推進のために必要な診療所その他の地域包括ケアシステムの構築のために必要な診療所としての機能を有することを証する資料。
· 目的外での病床利用を行わない旨の確約書（任意様式）。
· その他必要とする資料。
（２）へき地に設置される診療所を選択の場合
　診療所の所在地の市町村長（市町村間の移転を伴う場合は，移転元・移転先に係る両市町村長）の意見書（別紙参照）。
（３）小児医療の推進に必要な診療所を選択の場合
・　配置する標榜診療科に関する専門医の認定を証する書類。ただし，専門医に準じる医師の配置をもって専門医の配置に代える場合は，当該医師が専門医に準じるものであることを疎明する資料
・　新規開設の場合は，本申出書に記載の診療科名を標榜することの確約書（任意様式）
（４）周産期医療の推進に必要な診療所を選択の場合
・　配置する産婦人科に関する専門医の認定を証する書類。ただし，専門医に準じる医師の配置をもって専門医の配置に代える場合は，当該医師が専門医に準じるものであることを疎明する資料
・　新規開設の場合は，本申出書に記載の診療科名を標榜することの確約書（任意様式）
・　特定適用後に分娩の取扱いを開始する場合は，その旨の確約書（任意様式）
（５）救急医療の推進に必要な診療所を選択の場合
県に提出した救急診療所に関する申出書の写し。ただし，特例適用後に救急診療所に関する申出を行う場合は，当該申出の認定要件に係る人員体制及び機器の整備，当該申出を行う旨の確約書（任意様式）並びに提出予定の申出書の写しを添付すること。
（６）その他
　その他，地域にとって良質かつ適切な医療を提供ために必要な診療所ことに関して参考となる資料があれば，任意に提出してください。
別紙
へき地診療所　市町村長意見書　例
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文　書　番　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　診療所設置（予定）者　あて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○○市町村長
　　　診療所の開設等に係る意見について（通知）
　　　○○年○○月○○日付けで，依頼のありましたこのことについては，下記のとおりです。
記
（新規開設の例）
○○市町村○○番地○○（開設予定地の住所）への診療所の開設計画について，異議はありません。
また，当該診療所の開設により，○○市町村○○地区に係る･････････････････
無医地区の状態については，解消される見込みとなります。
無医地区の状態については，無医地区に準じる地区に改善される見込みです。
無医地区に準じる地区については，解消される見込みとなります。
（既設診療所への病床設置の例）
●●診療所の病床設置計画について，異議はありません。
　また，当該診療所については，○○市町村○○地区への医療提供に欠かせない診療所であり，地区外への移転又は廃止の場合，当該地区は（無医地区・無医地区に準じる地区）となる見込みです。
（移転を伴う既設診療所への病床設置の例　移転先市町村）
○○市町村○○番地○○（開設予定地の住所）への診療所の開設計画について，異議はありません。
また，当該診療所の開設により，○○市町村○○地区に係る･････････････････
無医地区の状態については，解消される見込みとなります。
無医地区の状態については，無医地区に準じる地区に改善される見込みです。
無医地区に準じる地区については，解消される見込みとなります。
（移転を伴う既設診療所への病床設置の例　移転元市町村）
●●診療所の移転計画について，異議はありません。
また，当該診療所の移転により，○○市町村内における無医地区又は無医地区に準じる地区の発生の見込みはありません。
（移転を伴う既設診療所への病床設置の例　同一市町村）
●●診療所の○○市町村○○番地○○(開設予定地の住所）への移転計画について，異議はありません。
また，当該診療所の移転により，○○市町村○○地区に係る･････････････････
無医地区の状態については，解消される
無医地区の状態については，無医地区に準じる地区に改善される
無医地区に準じる地区については，解消される
見込みであり，かつ，○○市町村内における無医地区又は無医地区に準じる地区の発生の見込みもありません。

